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請   願   文   書   表 

 

令和６年９月13日提出  
 

請願

番号 

受 理 年 月 日  

件 名 
□□要 旨□□ 紹 介 議 員  

付  託 

委員会名 

４ ６.８.20 

学童保育にお

ける安全・安

心な居場所の

充実について 

学童保育の質の向上を図  

り、子供たちが安全に安心

して放課後を過ごすことが

できるよう、また、支援や

配慮を必要とする子供をい

つでも受け入れることがで

きるよう、国や県の補助制

度も最大限活用し学童保育

の施策を充実されたい。 

 

磯 部 圭 太  

中 島 光 徳  

藤 崎 浩 太 郎  

田 中 紳 一  

宇佐美さやか 

二 井 く み よ  

太 田 正 孝  

井 上 さ く ら  

輿 石 か つ 子  

大 野 ト モ イ  

こども青

少年・教

育 

５ ６.９.３ 

循環経済の取

組の推進につ

いて 

循環経済の取組を推進され

たい。 

 

鴨 志 田 啓 介  

久 保 和 弘  

藤 崎 浩 太 郎  

い そ べ 尚 哉  

古 谷 靖 彦  

こ が ゆ 康 弘  

脱炭素・

GREEN×

EXPO推進

・みどり

環境・資

源循環 

６ ６.９.３ 

学校における

長時間労働是

正に資する政

策の実行を求

める意見書の

提出方につい

て 

次の事項の実現について、

国の関係機関へ意見書を提

出されたい。 

１ 教職員の負担軽減を図

る観点から、国として具体

的業務削減策を示すこと。 

２ 教職員定数改善を実施

すること。 

３ 自治体での取組が確実

に進むよう、人の配置・確

保も含め、推進のために必

要な財源確保等を行うこ  

と。 

４ 教員の処遇が改善され

る法制度の整備を図るこ  

伏 見 幸 枝  

行 田 朝 仁  

藤 崎 浩 太 郎  

柏 原 す ぐ る  

み わ 智 恵 美  

二 井 く み よ  

太 田 正 孝  

井 上 さ く ら  

輿 石 か つ 子  

荻 原 隆 宏  

大 野 ト モ イ  

関  嵩 史  

こども青

少年・教

育 
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と。 

５ 既に実施している勤務

実態調査の結果を踏まえ、

必要な措置を講じること。 

７ ６.９.３ 

教育予算の拡

充等を求める

意見書の提出

方について 

次の事項の実現について、

国の関係機関へ意見書を提

出されたい。 

１ 計画的な教職員定数の

改善を推進すること。 

２ 教育の機会均等と水準

の維持向上を図るため、義

務教育費国庫負担制度の堅

持とともに教育予算の拡充

を図ること。 

伏 見 幸 枝 

行 田 朝 仁 

藤 崎 浩 太 郎 

柏 原 す ぐ る 

宇佐美さやか 

二 井 く み よ 

太 田 正 孝 

井 上 さ く ら 

輿 石 か つ 子 

荻 原 隆 宏 

大 野 ト モ イ 

関  嵩 史 

こども青

少年・教

育 

８ ６.９.４ 

重要土地等調

査法に基づく

注視区域指定

に関する説明

を求める意見

書の提出方に

ついて 

重要土地等調査法に基づく

注視区域指定に関する説明

を求める意見書を国に提出

されたい。 

大和田あきお 

井 上 さ く ら 

建築・都

市整備・

道路 

９ ６.９.４ 

地方自治法の

再改正を求め

る意見書の提

出方について 

第2 1 3回国会で成立した改

定地方自治法の再改正を求

める意見書を国に提出され

たい。 

白 井 正 子 

太 田 正 孝 

井 上 さ く ら 

大 野 ト モ イ 

政策経営 

・総務・

財政 

10 ６.９.５ 

小児医療費助

成制度の拡充

について 

小児医療費助成制度の助成

対象を18歳年度末まで拡充

されたい。 

白 井 正 子 

太 田 正 孝 

井 上 さ く ら 

健康福祉

・医療 
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11 ６.９.５ 

デリバリー方

式による中学

校の全員給食

の実施の再考

等について 

 

１ 中学校給食において、

これまでに発生した異物混

入について、徹底した原因

究明を実施されたい。 

２ 2026年度から始まるデ

リバリー方式による中学校

の全員給食について、市民

も参加する検討委員会をつ

くり再考されたい。 

白 井 正 子 

太 田 正 孝 

こども青

少年・教

育 

 


